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フィリピン共和国の一地域における小学校 1年生のう蝕有病状況と

地域ベースの包括的なう蝕抑制プログラム開発の必要性
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Abstract:Dataondentalcariesofpermanentandprimaryteethinfirstgraders(6-8yearsofage,September

2002)ofAlfonsoelementaryschoolinAlfonso,Caviteprovince,theRepublicofthePhilippineswasanalyzed (N

≡140,83.3%oftotalsubjects).Thedatawerecollectedfrom resultsofcariesscreeningthatwascarriedout

priortotheeducationaldemonstrationprogram ofLesionSterilizationandTissueRepair(LSTR).The

prevalenceofdentalcariesinpermanentteethwas19.3%,andthatofprimaryteethwas66.40/0.Meannumbersof

DMFTanddeftwas0.41and3.85,respectively,mindingthatchildreninPhilippinesmayhavepotentialneedsfor

community-basedcomprehensiveprogram ofdentalcareandcureprogra恥 SuChascariescontrolincluding

school-basedfluoridemouth-rinsingforcariespreventionofpermanentteethandLSTRtotreatdecayedteeth.

抄録 :フィリピン共和国カビ-テ州アルフォンソ地区におけるアルフォンソ小学校の1年生 (6-8歳,2002年9月

現在)について,病巣無菌化組織修復療法LesionSterilizationandTissueRepair (LSTR) に関する教育示説プロ

グラムの実施に先立つ 2週間前に,地元の公衆衛生歯科医師が行ったう蝕診査の調査票から永久歯および乳歯のう蝕

に関するデータを抽出し集計した (解析対象140名,受診率83.3%)｡ 永久歯のう蝕有病率19.3%,平均DMFTは0.41

であった｡乳歯のう蝕有病率66.4%,平均deftは3.85であった｡永久歯のう蝕予防については,フィリピン共和国内で

もある程度実施されている学校ベースのフッ化物洗口プログラムを導入し,また,う蝕となった歯に対しては,例え

ばLSTRを地域ベースの処置体系に組み込むことが,発展途上国の小児に対する包括的なう蝕抑制プログラムとして

有用であると考えた｡
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緒 言

う蝕の看病状況は,先進諸国において減少傾向にある

といわれるが,世界的には国や地域によってその格差が

みられる｡地球規模の12歳児DMFTの加重平均は1.74と

見込まれているが,例えば,フィリピン共和国における

12歳児DMFTは4.58,そのうち未処置歯は4.16であり,

多 くが処置を受けないまま放置されている1)｡同国にお

ける歯科医師 :人口比は1:4,850であり,歯科医療の

供給は十分とはいえないようである2)｡う蝕が放置され

れば,痛みを引き起こし,歯質の崩壊が進んでいく｡ よ

って,国や地域によっては,う蝕の問題は依然として大

きいものがある｡ こうした国や地域では,この間題の解

決のために地域ベースの予防と処置が組み合わされた包

括的なう蝕抑制プログラムの導入が図られている｡ そう

したプログラムとしてこれまでは,う蝕発生の予防,あ

まり進行していないう蝕の処置,あるいは進行したう蝕

歯の抜歯が行われる傾向にあった｡

しかしながら,これらに加えて,かなり進行してはい

るが,抜去には到らない程度のう蝕に対して保存的な処

置を施すことが望まれている｡ そうした要望に貯して,

従来の予防や処置の手段に加え,病巣無菌化組織修復療

法LesionSterilizationandTissueRepair (LSTR)3)

の導入が試みられようとしている｡LSTRを地域ベース

のプログラムに導入するためには,LSTRについて,そ

の地域の歯科医療関係者がその理論を理解し,その技法

を修得することが要求される｡したがって,LSTRの教

育示説プログラムが必要となる｡

このたび,フィリピン共和国の一つの地域行政とそれ

をサポー トする歯科医師から同国における地域ベースの

包括的なう蝕抑制モデル構築支援の要請を受け,地域歯

科保健におけるLSTRの教育示説プログラムを実施し

た｡その際,ひとつのモデル構築予定地域を対象として

小児における永久歯および乳歯のう蝕有病状況を調べる

ことができた｡この報告の目的は,対象地域う蝕有病状

況に基づいて,LSTRを含む地域ベースの包括的なう蝕

抑制プログラムについて検討することである｡

対象および方法

対象児童は,フィリピン共和国カビーチ州 アルフォン

ソ地区におけるアルフォンソ小学校の1年生(6-8歳,

再履修者を含む,2002年 9月現在)であった｡対象児童

の通学する小学校では,5年前に学校ベースのフッ化物

洗口プログラムが開始されていたが,2年前に中止,今

年度から再開される予定である｡地域には上水道が敷設

されてお り,その飲料水中フッ化物濃度は,0.1-

0.2ppmまたはそれ以下であった｡

LSTR教育示説プログラムの実施に先立つ 2週間前,

これらの児童を対象に著者らのひとりである地元の公衆

衛生歯科医師 (L,/F)が歯単位のう蝕診査を行ってい

たので,この診査の調査票から永久歯および乳歯のう蝕

に関するデータを抽出し集計したO調査票には,歯単位

でう蝕経験の有無が記されており,う蝕の有病率および

永久歯の場合はDMFT,乳歯の場合はdeftに関するそれ

ぞれの情報を得ることができたoLかし,D,M,Fお

よびd,e,fの各分布状況は記されていなかった｡また,

欠席や転居のため28名が診査を受けていなかった｡その

ため,解析の対象は140名となった(診査の受診率83.3%)0

これとは別に,LSTR教育示鋭プログラムの対象とな

った児童に限って,著者らのうち日本人 1名 (Y//M)

がう蝕の診査を行った｡この場合の対象者は,先行する

う蝕診査の結果に基づいて,永久歯または乳歯に,露髄

した未処置のう蝕歯を有するとみなされた児童であっ

た｡当初そうした児童として26名が見込まれていたが,

保護者のインフォームド･コンセントがなかった8名が

対象から外れたので18名のみが診査を受けることになっ

た｡室内窓際において天然光およびヘッドライト式の人

工光 (NationalBF-193)を用いて診査した｡滅菌済み

使い捨ての歯科周ミラーおよび探針 (日本への医療用具

輸入承認番号21000BZYOO141000)を用いたが,歯科用

探針で歯質を擦過するときは,歯面に意図的な圧を加え

ず,歯垢および食査を除くに留めた｡歯面は乾燥させな

かった｡う蝕については,全萌出歯に対して明らかにう

寓を形成しているものをう蝕とみなし,修復処置の有無

を含めて歯面単位で記録した｡未処置歯においでは,明

白な露髄の有無 (露髄 (+)または (-))を記録し,

抜去が相当とおもわれた歯については,そのように記録

した｡う蝕の集計は,永久歯および乳歯とも歯単位で行

った｡

結 果

1.地元の公衆衛生歯科医師によるう蝕診査から得られ

た児童のう蝕有病状況

対象140名のうち永久歯または乳歯にう蝕を有する児

童は,96名 (う蝕有病率68.6%)であった｡永久歯につ

いては,一人平均5.99(標準偏差SD;3.54)本が現出し

ており,う蝕による喪失はみられなかった｡う蝕を有す

る児童は27名 (有病率19.3%),平均DMFTは0.41であっ

た｡乳歯については,う蝕を有する児童は93名 (有病率

66.4%),平均deftは3,85であり,そのうち平均要抜去歯

数は1.76であった (表1)0
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表1 永久歯および乳歯のう蝕有病率および平均う蝕経験歯数

(対象者数;140)

う蝕有病率(%)
平均DMF事歯数/
平均def事事歯数

平均要抜去歯数

永久歯 19.29 0.41(0.98)

乳 歯 66.43 3.85(3.80) 1.76(3.50)

*永久歯のう蝕 による未処置 (D)､喪失 (M)､処置 (F)の計
**乳歯の う蝕 に よる未処 置 (也)､要抜 去 (e)､処置 (∫)の計

( )内は標準偏差

2.LSTR教育示説プログラムの対象となった児童のう

蝕有病状況

この対象18名の全てが永久歯か乳歯にう蝕を有してい

た｡ 永久歯の平均現在歯数は9.67(SD;2.59)であり,

先行する調査よりも現出していた永久歯が多い傾向にあ

った｡永久歯にう蝕のある児童は9名であった｡ 永久歯

のうち,露髄 (+)および露髄 (+)とみなされた末処

置歯総数それぞれの合計は19歯であった｡処置を受けて

いた児童は1名 (処置歯の総数2歯)であり,処置歯率

は約1割であった｡また,乳歯にう蝕のある児童は17名

であった｡これら対象者全部において現出する乳歯のう

ち,露髄 (+)および露髄 (-)とみなされた未処置歯

総数それぞれの合計は115歯であった｡これら未処置歯

以外に抜去が相当とおもわれる歯の総数は22歯であっ

た｡これに対して,処置を受けていた児童は2名 (処置

歯の総数2歯)であった (表 2)｡このう蝕診査とこれ

に先立つ2週間前のう蝕診査の結果を歯単位でマッチさ

せK値を用いて比較したところ,その一致度は,永久歯

の場合0.45(95%信頼区間0.43-0.47),乳歯の場合0.26

(同じく0.23-0.29)であったo

表2 LSTR示説プログラム対象者の永久歯および乳歯における

未処置のう蝕歯(露髄の有無別),処置歯および要抜去歯

それぞれの総数 (対象者数;18)

う蝕ii-詑 ~) う蝕表誰 +) 処鮒 総数 要抜去歯総数

永久歯* 7 12 2

乳 歯叫 80 35 2 22

計 87 47 4 22

*永久歯のう蝕を有する児童 ;9名

**乳歯のう蝕を有する児童 ;17名

考 察

対象地域の小学校 1年生 (6-8歳)のう蝕有病率は,

約70%であった｡1998年のフィリピン共和国における5
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歳児のう蝕有病率は94.40/Oであったという1㌧対象の年

齢,規模および調査時期が異なるので比較には慎重でな

ければならないが,フィリピン共和国では,いずれの地

域においても決して良好な状態ということはできず,未

処置のまま放置されているう蝕が多く,進行すれば抜歯

を余儀なくされる例も少なくないようであるQ

う蝕コントロールのためには予防が優先されなければ

ならない｡う蝕予防のためフィリピン共和国においては,

フッ化物を用いた歯みがき指導およびフッ化物洗口がそ

れぞれ小児の30%を,またシーラントが同じく21%をカ

バーしているという｡ プロリデーションについては実施

されていないlj｡対象地域においては,上水道が敷設さ

れているが,この地域に限らずフィリピン共和国におい

ては日下のところ,フロl)デーションの実現は困難のよ

うである｡こうした状況のもとでは,永久歯のう蝕予防

については,フィリピン共和国内でもある程度実施され

ており,他の発展途上国においても実施されている学枚

ベースのフッ化物洗口が比較的導入しやすいプログラム

であるといえる4)｡対象児童の通学する小学校において

は,かつてフッ化物洗口が実施されながら,校長の交代

と共に中止されたが,このたび,包括的なう蝕抑制プロ

グラムの導入によってフッ化物洗口が再開される見通し

がついたようである｡これによって,就学以後に萌出す

る永久歯に対するう蝕予防には効果がみられるはずであ

る｡しかしながら,今回の結果をみると,すでに小学校

1年生において永久歯第一大臼歯にう蝕が発生しており,

しかもその中には相当進行した例がみられた(表 1,2)｡

このことは,第一大臼歯が萌出開始する就学前の時期か

らのフッ化物洗口が必要であることを示しているF･'0

-万,う蝕となった歯に対しては,苦痛とその進行を

抑えて歯の保存を図るために,なんらかの処置が必要で

ある｡特に,対象地域における乳歯う蝕有病状況をみれ

ば,その必要性はより大きい｡地域ベースの包括的なう

蝕抑制プログラムの導入に際しては,予防に限定される

ことなく,処置を含んだプログラムである方が,その地

域の住民,保健関係者および政策決定者の理解とコンセ

ントを得ることが容易であろう｡従来,地域ベースの歯

の処置体系においては,簡単な充填や抜歯の他には,あ

まり複雑な処置が行われてこなかった｡例えば,歯髄に

対する処置などは,短期間では終了することがなく,そ

の予後をフォローすることが困難とされていた｡しかし

ながら,近年,LSTRの臨床成績が明らかにされてくる

に従い,これを地域ベースの処置体系に組み込み,包括

的なう蝕抑制プログラムの有用な手段の一つにしようと

いう提言がなされるようになってきた｡LSTRは,病巣

の全ての細菌の除去を目的に3種類の抗生剤を混和した

ものをう席に粘付して細菌を滅菌し,接着性の修復材を

用いて口腔外の技工を排することによって,短期間 (ほ
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とんど1回の処置)でう蝕の処置を行うものであるO そ

の臨床的な効果と有用性は認められているが61,発展途

上国の地域ベースの手段として導入するに先だって,地

域の歯科医師に教育示説を行うことが必要となる｡

こうしたプログラムの実践は,地域の住民と歯科専門

職とが協同で行うものである｡ プログラム実行時の点検

は,かれら自身が行うべきものであろう｡ しかし,評価

については,より客観的であることが望ましく,国外の

協力者によって行われる方がむしろ評価の目的にかなう

かも知れない｡このたび,地元におけるう蝕診査結果と

われわれが行ったそれとの間には,あまり良好な一致が

みられなかった｡点検と評価を確実に行うには,実施者

の認識と他からの評価の乗離が少なくなるようなより正

確な診断と有用なクライテリアおよび記録形式の確立が

求められる｡

LSTRのような先進国で開発された手段を発展途上国

に移転するには,そのまま押しつけるのではなく,現地

に適合した形で伝える必要がある7-｡ フィリピン共和国

には,LSTRを日本で学び修得し,自国への導入に熱心

な歯科医師がいるので,地域モデル構築のモデレ一夕と

して独自の展開を図れることが期待できる｡ このような

予防とLSTRが組み合わされたプログラムを,フィリピ

ン共和国において,実際に地域ベースの包括的なう蝕抑

制プログラムの中にうまく組み込むことができるのか,

また,こうしたプログラムが,条件を異にした様々な

国々においても有用であるか,今後は,その見込みにつ

いても検証していく必要がある｡
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